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当社は、一般社団法人投資信託協会(以下、「協会」という。) の定款の施行に関する規則第10条 

第1 項第17 号イの規定に基づき、別紙様式第21 号の「正会員の財務状況等に関する届出書 (以下、 

「協会報告書面」という。)」を協会に提出し、当社のHP に当該協会報告書面を掲載するとともに、 

協会HP に当社の当該掲載箇所ヘの直接のリンク先を登録しております。当社が、関東財務局長に提

出した特定有価証券の有価証券報告書及び半期報告書は、EDINET にて閲覧が可能です。 

なお、協会報告書面中の監査報告書／中間監査報告書は、監査報告書／中間監査報告書の原本に

記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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別紙様式第 21 号 

申請日 2023 年 1 月 6 日 

 

一般社団法人 投資信託協会 

会  長  松 谷 博 司   殿 

 

（商号又は名称）アセットマネジメント One 株式会社 

（代表者）   代表取締役社長  菅野 暁 

  

 

正会員の財務状況等に関する届出書 
 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する

規則第 10条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

 

1．委託会社等の概況 

ａ．資本金の額（2022年10月31日現在） 

資本金の額 ：20 億円  

会社が発行する株式総数※ ：100,000 株 

（普通株式 上限 100,000 株、Ａ種種類株式上限 30,000 株） 

発行済株式総数 ：40,000 株  

（普通株式 24,490 株、Ａ種種類株式 15,510 株） 

直近５ヵ年における主な資本金の額の増減：該当事項はありません。 

（※種類株式の発行が可能） 

 

 

ｂ．会社の機構（2022年10月31日現在） 

（イ）会社の意思決定機構 

業務執行上重要な事項は、取締役会の決議をもって決定します。 

取締役は株主総会で選任されます。取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、その

選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までと

し、任期の満了前に退任した取締役（監査等委員である取締役を除く。）の補欠として選任され

た取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、現任取締役（監査等委員である取締役

を除く。）の任期の満了の時までとします。 

また、監査等委員である取締役の任期は、その選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会の終結の時までとし、任期の満了前に退任した監査等委員である

取締役の補欠として選任された監査等委員である取締役の任期は、退任した監査等委員である

取締役の任期の満了の時までとします。 

取締役会は、決議によって代表取締役を選定します。代表取締役は、会社を代表し、取締役会

の決議にしたがい業務を執行します。 

また、取締役会の決議によって、取締役社長を定めることができます。 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、原則として取締役社長が招集します。取締

役会の議長は、原則として取締役社長があたります。 
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取締役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、議決に加わることができる取締役の

過半数が出席し、出席取締役の過半数をもって行います。 

 

（ロ）投資運用の意思決定機構 

1.投資環境見通しおよび運用方針の策定 

経済環境見通し、資産別市場見通し、資産配分方針および資産別運用方針は月次で開催する

「投資環境会議」および「投資方針会議」にて協議、策定致します。これらの会議は運用本

部長・副本部長、運用グループ長等で構成されます。 

 2.運用計画、売買計画の決定 

各ファンドの運用は「投資環境会議」および「投資方針会議」における協議の内容を踏まえ

て、ファンド毎に個別に任命された運用担当者が行います。運用担当者は月次で運用計画書

を作成し、運用本部長の承認を受けます。運用担当者は承認を受けた運用計画に基づき、運

用を行います。 

 

２．事業の内容及び営業の概況 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、投資信託の設

定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）なら

びにその受益証券（受益権）の募集又は私募（第二種金融商品取引業）を行っています。また、「金融

商品取引法」に定める投資助言・代理業を行っています。 

2022年10月31日現在、委託会社の運用する投資信託は以下の通りです。（親投資信託を除く） 

 

基本的性格 本数 純資産総額（単位：円） 

追加型公社債投資信託 26 1,393,735,163,884 

追加型株式投資信託 807 14,679,766,624,746 

単位型公社債投資信託 25 48,503,770,742 

単位型株式投資信託 221 1,123,384,448,891 

合計 1,079 17,245,390,008,263 

 



4 

 

３．委託会社等の経理状況 

1． 委託会社であるアセットマネジメント One 株式会社（以下「委託会社」という。）の財務諸

表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38年大蔵省令第 59 号）

ならびに 同規則第 2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年

8 月 6 日内閣府令第 52号）により作成しております。 

また、中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 52

年大蔵省令第 38号）、ならびに同規則第 38 条及び第 57 条の規定に基づき、「金融商品取引業

等に関する内閣府令」（平成 19年 8 月 6日内閣府令第 52号）により作成しております。 

 

2．財務諸表及び中間財務諸表の金額は、百万円未満の端数を切り捨てて記載しております。  

 

3．委託会社は、第37期事業年度（自2021年4月1日至2022年3月31日）の財務諸表について、EY新日

本有限責任監査法人の監査を受け、第38期中間会計期間（自2022年4月1日至2022年9月30日）の

中間財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人の中間監査を受けております。 
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（１）【貸借対照表】 
 

 
 

 （単位：百万円） 

 
第36期 

（2021年3月31日現在） 
第37期 

（2022年3月31日現在） 

（資産の部）     

流動資産     

現金・預金  36,734  31,421 

金銭の信託  25,670  30,332 

未収委託者報酬  16,804  17,567 

未収運用受託報酬  5,814  4,348 

未収投資助言報酬  317  309 

未収収益  7  5 

前払費用  724  1,167 

その他  2,419  2,673 

流動資産計  88,493  87,826 

     

固定資産     

有形固定資産  1,119  1,268 

建物 ※1 915 ※1 1,109 

器具備品 ※1 202 ※1 158 

建設仮勘定  0  - 

無形固定資産  3,991  4,561 

ソフトウエア  2,878  3,107 

ソフトウエア仮勘定  1,109  1,449 

電話加入権  3  3 

投資その他の資産  11,153  10,153 

投資有価証券  261  241 

関係会社株式  5,299  5,349 

長期差入保証金  1,324  1,102 

繰延税金資産  3,676  3,092 

その他  591  367 

固定資産計  16,264  15,983 

資産合計  104,757  103,810 
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  （単位：百万円） 

 
第36期 

（2021年3月31日現在） 
第37期 

（2022年3月31日現在） 

（負債の部）     

流動負債     

預り金  3,730  1,445 

未払金  7,337  7,616 

未払収益分配金  0  0 

未払償還金  9  9 

未払手数料  6,889  7,430 

その他未払金  437  175 

未払費用  9,713  8,501 

未払法人税等  4,199  2,683 

未払消費税等  2,106  1,330 

賞与引当金  1,789  1,933 

役員賞与引当金  76  69 

流動負債計  28,954  23,581 

固定負債     

退職給付引当金  2,292  2,507 

時効後支払損引当金  157  147 

固定負債計  2,450  2,655 

負債合計  31,404  26,236 

（純資産の部）     

株主資本     

資本金  2,000  2,000 

資本剰余金  19,552  19,552 

資本準備金  2,428  2,428 

その他資本剰余金  17,124  17,124 

利益剰余金  51,800  56,020 

利益準備金  123  123 

その他利益剰余金  51,676  55,896 

別途積立金  31,680  31,680 

繰越利益剰余金  19,996  24,216 

株主資本計  73,353  77,573 

評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金  △0  △0 

評価・換算差額等計  △0  △0 

純資産合計  73,353  77,573 

負債・純資産合計  104,757  103,810 
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（２）【損益計算書】 
 

  （単位：百万円） 

 
第36期 

（自 2020年4月1日 
 至 2021年3月31日） 

第37期 
（自 2021年4月1日 
 至 2022年3月31日） 

営業収益       

委託者報酬  89,905   108,563  

運用受託報酬  17,640   16,716  

投資助言報酬  1,103   1,587  

その他営業収益  781   12  

営業収益計   109,430   126,879 

営業費用       

支払手数料  37,003   45,172  

広告宣伝費  424   391  

公告費  0   0  

調査費  30,794   36,488  

調査費  11,302   10,963  

委託調査費  19,491   25,525  

委託計算費  543   557  

営業雑経費  938   842  

通信費  46   35  

印刷費  680   606  

協会費  71   66  

諸会費  23   26  

支払販売手数料  116   106  

営業費用計   69,704   83,453 

一般管理費       

給料  10,586   10,377  

役員報酬  163   168  

給料・手当  9,030   8,995  

賞与  1,392   1,213  

交際費  8   6  

寄付金  7   15  

旅費交通費  50   40  

租税公課  912   367  

不動産賃借料  1,499   1,674  

退職給付費用  524   495  

固定資産減価償却費  1,078   1,389  

福利厚生費  44   42  

修繕費  0   0  

賞与引当金繰入額  1,789   1,933  

役員賞与引当金繰入額  76   69  

機器リース料  0   0  

事務委託費  3,793   3,901  

事務用消耗品費  68   45  

器具備品費  0   0  

諸経費  152   217  

一般管理費計   20,594   20,578 

営業利益   19,132   22,848 
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  （単位：百万円） 

 
第36期 

（自 2020年4月1日 
 至 2021年3月31日） 

第37期 
（自 2021年4月1日 
 至 2022年3月31日） 

営業外収益       

受取利息  27   13  

受取配当金  2  ※1 559  

時効成立分配金・償還金  0   0  

為替差益  7   7  

金銭の信託運用益  1,229   －  

雑収入  13   19  

時効後支払損引当金戻入額  13   10  

営業外収益計   1,293   610 

営業外費用       

投資信託償還損  0   －  

金銭の信託運用損  －   743  

早期割増退職金  48   20  

雑損失  0   －  

営業外費用計   48   764 

経常利益   20,376   22,694 

特別利益       

固定資産売却益  －   0  

特別利益計   －   0 

特別損失       

固定資産除却損  1   5  

投資有価証券売却損  －   6  

ゴルフ会員権売却損  －   3  

オフィス再編費用  －  ※2 509  

特別損失計   1   525 

税引前当期純利益   20,375   22,169 

法人税、住民税及び事業税   7,418   6,085 

法人税等調整額   △1,168   584 

法人税等合計   6,249   6,669 

当期純利益   14,125   15,499 
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（３）【株主資本等変動計算書】 

第36期（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日） 

 （単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本準備金 

その他 

資本剰余金 

資本剰余金

合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 
合計 別途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 2,000 2,428 17,124 19,552 123 31,680 17,871 49,674 71,227 

当期変動額          

剰余金の配当       △12,000 △12,000 △12,000 

当期純利益       14,125 14,125 14,125 

株主資本以外の

項目の当期変動

額(純額) 
        - 

当期変動額合計 - - - - - - 2,125 2,125 2,125 

当期末残高 2,000 2,428 17,124 19,552 123 31,680 19,996 51,800 73,353 

 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △0 △0 71,227 

当期変動額    

剰余金の配当   △12,000 

当期純利益   14,125 

株主資本以外の

項目の当期変動

額(純額) 
0 0 0 

当期変動額合計 0 0 2,125 

当期末残高 △0 △0 73,353 
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第37期（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日） 

 （単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本準備金 

その他 

資本剰余金 

資本剰余金

合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 
合計 別途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 2,000 2,428 17,124 19,552 123 31,680 19,996 51,800 73,353 

当期変動額          

剰余金の配当       △11,280 △11,280 △11,280 

当期純利益       15,499 15,499 15,499 

株主資本以外の

項目の当期変動

額(純額) 
        - 

当期変動額合計 - - - - - - 4,219 4,219 4,219 

当期末残高 2,000 2,428 17,124 19,552 123 31,680 24,216 56,020 77,573 

 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △0 △0 73,353 

当期変動額    

剰余金の配当   △11,280 

当期純利益   15,499 

株主資本以外の

項目の当期変動

額(純額) 
△0 △0 △0 

当期変動額合計 △0 △0 4,219 

当期末残高 △0 △0 77,573 
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重要な会計方針 

1. 有価証券の評価基準及び評価
方法 

（1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

（2）その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 
 

2. 金銭の信託の評価基準及び評
価方法  

時価法 

3. 固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、2016年4月1日以降に取
得した建物附属設備については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 … 8～18年 

器具備品 … 2～20年 

（2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

4. 外貨建の資産及び負債の本邦
通貨への換算基準  

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。  

5. 引当金の計上基準 （1）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支
給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。 

（2）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給
見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職一時金制度について、
当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して
おります。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額
を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員
の平均残存勤務期間内の一定の年数（5年または10年）による
定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
費用処理しております。 

（4）時効後支払損引当金 

時効成立のため利益計上した収益分配金及び償還金につい
て、受益者からの今後の支払請求に備えるため、過去の支払実
績に基づく将来の支払見込額を計上しております。 

6．収益及び費用の計上基準 当社は、資産運用サービスから委託者報酬、運用受託報酬及び投資
助言報酬を稼得しております。これらには成功報酬が含まれる場合
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があります。 

（1）委託者報酬 

委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき、日々の純資産
総額に対する一定割合として認識され、確定した報酬を投資信
託によって主に年１回又は２回受取ります。当該報酬は期間の
経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、投資
信託の運用期間にわたり収益として認識しております。 

（2）運用受託報酬 

運用受託報酬は、投資顧問契約で定められた報酬に基づき、
確定した報酬を顧問口座によって主に年１回又は２回受取りま
す。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるとい
う前提に基づき、顧問口座の運用期間にわたり収益として認識
しております。 

（3）投資助言報酬 

投資助言報酬は、投資助言契約で定められた報酬に基づき、
確定した報酬を顧問口座によって主に年１回又は４回受取りま
す。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるとい
う前提に基づき、顧問口座の運用期間にわたり収益として認識
しております。 

（4）成功報酬 

成功報酬は、対象となる投資信託または顧問口座の特定のベ
ンチマークまたはその他のパフォーマンス目標を上回る超過運
用益に対する一定割合として認識されます。当該報酬は成功報
酬を受領する権利が確定した時点で収益として認識しておりま
す。 

7．消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっております。   



13 

 

（会計上の見積りの変更） 

第37期 

（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日） 

当社は、当事業年度において、新しい働き方を踏まえたオフィスレイアウトの見直しを決定しまし

た。これに伴い、当事業年度において、本社オフィスに係る内部造作物等の有形固定資産の見積耐用

年数の見直しを行い、将来にわたり変更しております。また、本社オフィスの不動産賃借契約に伴う

原状回復義務として認識していた資産除去債務について、退去時に必要とされる原状回復費用及び使

用見込期間の見積の変更を行っております。これにより、従来の方法と比べて、当事業年度の営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ334百万円減少しております。 

 

（会計方針の変更） 

1. 収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。当該
会計方針の変更による影響はありません。 

 

2. 時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号 2019年7月4日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。当該会計方針の
変更による影響はありません。 

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記
を行うことといたしました。 

 

（未適用の会計基準等） 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（会計基準適用指針第31号 2021年6月17日） 

（1）概要 

 投資信託の時価の算定及び注記に関する取扱い並びに貸借対照表に持分法相当額を純額で計上する

組合等への出資の時価の注記に関する取扱いが定められました。 

（2）適用予定日 

 当社は、当該会計基準等を2022年4月1日に開始する事業年度の期首から適用する予定であります。 

（3）当該会計基準等の適用による影響 

 当該会計基準等の適用による影響は、評価中であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

※1．有形固定資産の減価償却累計額 

  （百万円） 

 第36期 

（2021年3月31日現在） 

第37期 

（2022年3月31日現在） 

建物 407 415 

器具備品  978  966  

 

（損益計算書関係） 

※1．各科目に含まれている関係会社に対する営業外収益は、次のとおりであります。 

  （百万円） 

 第36期 

（自 2020年4月 1日 

 至 2021年3月31日） 

第37期 

（自 2021年4月 1日 

 至 2022年3月31日） 

受取配当金 - 543 

 

※2．オフィス再編費用 

オフィス再編費用は、主に本社オフィスレイアウトの見直しによるものです。 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

第36期（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日） 

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

発行済株式の種類 

 

当事業年度期首 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普通株式 24,490 － － 24,490 

A種種類株式 15,510 － － 15,510 

合計  40,000  －  －  40,000  

 

2．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 

 

株式の 

種類 

配当金の総額
（百万円） 

1株当たり配
当額（円） 

基準日 

 

効力発生日 

 

2020年6月17日 

定時株主総会 

普通株式 

12,000 300,000 2020年3月31日 2020年6月18日 
A種種類 

株式 

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 

 

株式の
種類 

配当の 

原資 

配当金の総額
（百万円） 

1株当たり配当
額（円） 

基準日 

 

効力発生日 

 

2021年6月16日 

定時株主総会 

普通 

株式 利益 

剰余金 
11,280 282,000 2021年3月31日 2021年6月17日 

A種種 

類株式 
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第37期（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日） 

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

発行済株式の種類 

 

当事業年度期首 

株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普通株式 24,490 － － 24,490 

A種種類株式 15,510 － － 15,510 

合計 40,000 － － 40,000 

 

2．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 

 

株式の 

種類 

配当金の総額
（百万円） 

1株当たり配
当額（円） 

基準日 

 

効力発生日 

 

2021年6月16日 

定時株主総会 

普通株式 

11,280 282,000 2021年3月31日 2021年6月17日 
A種種類 

株式 

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2022年6月16日開催予定の定時株主総会において、以下のとおり決議を予定しております。 

決議 

 

株式の
種類 

配当の 

原資 

配当金の総額
（百万円） 

1株当たり配当
額（円） 

基準日 

 

効力発生日 

 

2022年6月16日 

定時株主総会 

普通 

株式 利益 

剰余金 
12,360 309,000 2022年3月31日 2022年6月17日 

A種種 

類株式 
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（金融商品関係） 

1．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社は、投資運用業を営んでおります。資金運用については、短期的な預金等に限定しておりま
す。 

当社が運用を行う投資信託の商品性を適正に維持するため、当該投資信託を特定金外信託を通じ
て、または直接保有しております。なお、特定金外信託を通じて行っているデリバティブ取引は後
述するリスクを低減する目的で行っております。当該デリバティブ取引は、実需の範囲内でのみ利
用することとしており、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

金銭の信託の主な内容は、当社運用ファンドの安定運用を主な目的として資金投入した投資信託
及びデリバティブ取引であります。金銭の信託に含まれる投資信託は為替及び市場価格の変動リス
クに晒されておりますが、デリバティブ取引（為替予約取引、株価指数先物取引及び債券先物取引）
を利用して一部リスクを低減しております。 

営業債権である未収委託者報酬及び未収運用受託報酬は、相手先の信用リスクに晒されておりま
す。 

投資有価証券は、主にその他有価証券（投資信託）、業務上の関係を有する企業の株式であり、発
行体の信用リスクや市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である未払手数料は、１年以内の支払期日であります。 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 
預金の預入先については、余資運用規程に従い、格付けの高い預入先に限定することにより、

リスクの軽減を図っております。 
営業債権の相手先の信用リスクに関しては、当社の信用リスク管理の基本方針に従い、取引先

ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な相手先の信用状況を把握する体制としていま
す。 
投資有価証券の発行体の信用リスクに関しては、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで

管理しています。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

組織規程における分掌業務の定めに基づき、リスク管理担当所管にて、取引残高、損益及びリ
スク量等の実績管理を行い、定期的に社内委員会での報告を実施しております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

取引実行担当所管からの報告に基づき、資金管理担当所管が資金繰りを確認するとともに、十
分な手許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。 

 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され
た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前
提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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2．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

第36期（2021年3月31日現在） 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

（1）金銭の信託 25,670 25,670 － 

（2）投資有価証券    

その他有価証券 1 1 － 

資産計 25,672 25,672 － 

 

第37期（2022年3月31日現在） 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

（1）金銭の信託 30,332 30,332 － 

（2）投資有価証券    

その他有価証券 1 1 － 

資産計 30,334 30,334 － 

 

（注1）現金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬及び未払手数料は、短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。 

 

（注2）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

第36期（2021年3月31日現在） 

 1年以内 

（百万円） 

1年超5年以内 

（百万円） 

5年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

（1）現金・預金 36,734 － － － 

（2）金銭の信託 25,670 － － － 

（3）未収委託者報酬 16,804 － － － 

（4）未収運用受託報酬 5,814 － － － 

（5）投資有価証券 

その他有価証券(投資信託) 
－ 1 － － 

合計 85,024 1 － － 

 

第37期（2022年3月31日現在） 

 1年以内 

（百万円） 

1年超5年以内 

（百万円） 

5年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

（1）現金・預金 31,421 － － － 

（2）金銭の信託 30,332 － － － 

（3）未収委託者報酬 17,567 － － － 

（4）未収運用受託報酬 4,348 － － － 

（5）投資有価証券 

その他有価証券(投資信託) 
－ 1 － － 

合計 83,670 1 － － 
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3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレ
ベルに分類しております。 

レベル1の時価 : 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル2の時価 : 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の
算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル3の時価 : 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

時価で貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（百万円） 

レベル1 レベル2 レベル3 合計 

（1）金銭の信託 － 6,932 － 6,932 

（2）投資有価証券 － － － － 

その他有価証券 － － － － 

資産計 － 6,932 － 6,932 

 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年7月4日）第26項に

従い、経過措置を適用した投資信託は上表には含めておりません。貸借対照表における当該投資信託の

金額は、金銭の信託23,399百万円、投資有価証券1百万円となります。 

 

（注1）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

金銭の信託 

信託財産は、主として投資信託、デリバティブ取引、その他の資産（コールローン・委託証拠金等）
で構成されております。 

信託財産を構成する金融商品の時価について、投資信託は基準価額、デリバティブ取引は、取引相手
先金融機関より提示された価格によっております。また、その他の資産については短期間で決済される
ため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（注2）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次の通りであります。 

これらについては、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 

2020年3月31日）第5項に従い、2．金融商品の時価等に関する事項及び3．金融商品の時価のレベルご
との内訳等に関する事項で開示している表中には含めておりません。 

  （百万円） 

 第36期 

（2021年3月31日現在） 

第37期 

（2022年3月31日現在） 

投資有価証券（その他有価証券）   

非上場株式 259 239 

関係会社株式   

非上場株式  5,299  5,349  
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（有価証券関係） 

1. 子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式（第36期の貸借対照表計上額5,299百万円、第37期の貸借対照表計上額5,349百万円）に
ついては市場価格がないことから、貸借対照表日における時価及び貸借対照表計上額と当該時価との
差額の記載は省略しております。 

 

2. その他有価証券 

第36期（2021年3月31日現在） 

   （百万円） 

区分 
貸借対照表日における 

貸借対照表計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
   

①株式 － － － 

②投資信託 － － － 

小計 － － － 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
   

①株式 － － － 

②投資信託 1 2 △0 

小計 1 2 △0 

合計 1 2 △0 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額259百万円）については、市場価格がないことから、上表に含
めておりません。 

 

第37期（2022年3月31日現在） 

   （百万円） 

区分 
貸借対照表日における 

貸借対照表計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
   

①株式 － － － 

②投資信託 － － － 

小計 － － － 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
   

①株式 － － － 

②投資信託 1 2 △0 

小計 1 2 △0 

合計 1 2 △0 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額239百万円）については、市場価格がないことから、上表に含
めておりません。 
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3．事業年度中に売却したその他有価証券 

第36期（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日） 

区分 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

投資信託 0 － 0 

（注）投資信託の「売却額」、「売却益の合計額」及び「売却損の合計額」は、償還によるものであ

ります。 

 

第37期（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日） 

区分 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 13 － 6 

 

（退職給付関係） 

1．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度（非積立型制度であります）を採用しております。
確定拠出型の制度としては確定拠出年金制度を採用しております。 

 

2．確定給付制度 

（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

  （百万円） 

 第36期 

（自 2020年4月1日 

 至 2021年3月31日） 

第37期 

（自 2021年4月1日 

 至 2022年3月31日） 

退職給付債務の期首残高 2,422 2,479 

 勤務費用 303 295 

 利息費用 2 2 

 数理計算上の差異の発生額 △4 △14 

 退職給付の支払額 △245 △185 

 過去勤務費用の発生額 △1 － 

 その他 1 － 

退職給付債務の期末残高 2,479 2,576 

 

（2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

  （百万円） 

 第36期 

（2021年3月31日現在） 

第37期 

（2022年3月31日現在） 

非積立型制度の退職給付債務 2,479 2,576 

未積立退職給付債務 2,479 2,576 

未認識数理計算上の差異 △84 △35 

未認識過去勤務費用 △102 △33 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,292 2,507 

   

退職給付引当金 2,292 2,507 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,292 2,507 
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（3）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

  （百万円） 

 第36期 

（自 2020年4月1日 

 至 2021年3月31日） 

第37期 

（自 2021年4月1日 

 至 2022年3月31日） 

勤務費用 303 295 

利息費用 2 2 

数理計算上の差異の費用処理額 41 34 

過去勤務費用の費用処理額 69 69 

その他 △7 △3 

確定給付制度に係る退職給付費用 409 398 

（注）上記退職給付費用以外に早期割増退職金として、前事業年度において48百万円、当事業年度に
おいて20百万円を営業外費用に計上しております。 

 

（4）数理計算上の計算基礎に関する事項 

   主要な数理計算上の計算基礎 

 第36期 

（2021年3月31日現在） 

第37期 

（2022年3月31日現在） 

割引率 0.09％ 0.09％ 

予想昇給率     1.00％～3.76％ 1.00％～3.76％ 

 

3．確定拠出制度 

 当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度100百万円、当事業年度97百万円であります。 
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（税効果会計関係） 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 第36期  第37期 

 (2021年3月31日現在)  (2022年3月31日現在) 

繰延税金資産   （百万円）    （百万円） 

 未払事業税  260    156  

 未払事業所税  10    10  

 賞与引当金  547    592  

 未払法定福利費  92    92  

 運用受託報酬  1,410    845  

 資産除去債務  18    13  

 減価償却超過額（一括償却資産）  25    12  

減価償却超過額  51    58  

繰延資産償却超過額（税法上）  301    292  

 退職給付引当金  701    767  

 時効後支払損引当金  48    45  

 ゴルフ会員権評価損  7    7  

関係会社株式評価損  166    166  

投資有価証券評価損  28    28  

その他  3    2  

その他有価証券評価差額金  0    0  

繰延税金資産小計  3,676    3,092  

評価性引当額  －    －  

繰延税金資産合計  3,676    3,092  

繰延税金負債        

その他有価証券評価差額金  －    －  

繰延税金負債合計  －    －  

繰延税金資産の純額  3,676    3,092  

 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下

であるため、注記を省略しております。 
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（企業結合等関係） 

当社（以下「AMOne」という）は、2016年7月13日付で締結した、DIAMアセットマネジメント株式
会社（以下「DIAM」という）、みずほ投信投資顧問株式会社（以下「MHAM」という）、みずほ信託銀
行株式会社（以下「TB」という）及び新光投信株式会社（以下「新光投信」という）（以下総称して「統
合4社」という）間の「統合契約書」に基づき、2016年10月1日付で統合いたしました。 

 

1．結合当事企業 

結合当事企業 DIAM MHAM TB 新光投信 

事業の内容 
投資運用業務、投
資助言・代理業務 

投資運用業務、投
資助言・代理業務 

信託業務、銀行業
務、投資運用業務 

投資運用業務、投
資助言・代理業務 

 

2．企業結合日 

2016年10月1日 

 

3．企業結合の方法 

①MHAMを吸収合併存続会社、新光投信を吸収合併消滅会社とする吸収合併、②TBを吸収分割会社、
吸収合併後のMHAMを吸収分割承継会社とし、同社がTB資産運用部門に係る権利義務を承継する吸収
分割、③DIAMを吸収合併存続会社、MHAMを吸収合併消滅会社とする吸収合併の順に実施しており
ます。 

 

4．結合後企業の名称 

アセットマネジメントOne株式会社 

 

5．企業結合の主な目的 

当社は、株式会社みずほフィナンシャルグループ（以下「MHFG」という）及び第一生命ホールデ
ィングス株式会社（以下「第一生命」という）の資産運用ビジネス強化・発展に対する強力なコミット
メントのもと、統合4社が長年にわたって培ってきた資産運用に係わる英知を結集し、MHFGと第一生
命両社グループとの連携も最大限活用して、お客さまに最高水準のソリューションを提供するグローバ
ルな運用会社としての飛躍を目指してまいります。 

 

6．合併比率 

「3．企業結合の方法」③の吸収合併における合併比率は以下の通りであります。 

会社名 
DIAM 

（存続会社） 

MHAM 

（消滅会社） 

合併比率（*） 1 0.0154 

（*）普通株式と種類株式を合算して算定しております。 

 

7．交付した株式数 

「3．企業結合の方法」③の吸収合併において、DIAMは、MHAMの親会社であるMHFGに対して、
その所有するMHAMの普通株式103万8,408株につき、DIAMの普通株式490株及び議決権を有しないA

種種類株式15,510株を交付しました。 

 

8．経済的持分比率（議決権比率） 

MHFGが企業結合直前に所有していた当社に対する経済的持分比
率 

50.00％ 

MHFGが企業結合日に追加取得した当社に対する経済的持分比率 20.00％ 

MHFGの追加取得後の当社に対する経済的持分比率 70.00％ 

なお、MHFGが所有する議決権比率については50.00％から51.00％に異動しております。 

 

9．取得企業を決定するに至った主な根拠 

「3．企業結合の方法」③の吸収合併において、法的に消滅会社となるMHAMの親会社であるMHFG
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が、結合後企業の議決権の過半数を保有することになるため、企業結合の会計上はMHAMが取得企業
に該当し、DIAMが被取得企業となるものです。
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10．会計処理 

「企業結合に関する会計基準」（企業結合会計基準第21号 平成25年9月13日公表分）及び「企業結
合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年9月
13日公表分）に基づき、「3．企業結合の方法」①の吸収合併及び②の吸収分割については共通支配下の
取引として処理し、③の吸収合併については逆取得として処理しております。 

 

11．被取得企業に対してパーチェス法を適用した場合に関する事項 

（1）被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 MHAMの普通株式 144,212百万円 

取得原価  144,212百万円 

（2）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

a.発生したのれんの金額 76,224百万円 

b.発生原因 
被取得企業から受け入れた資産及び引き受けた
負債の純額と取得原価との差額によります。 

c.のれんの償却方法及び償却期間 20年間の均等償却 

（3）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

a.資産の額 資産合計 40,451百万円 

 うち現金・預金 11,605百万円 

 うち金銭の信託 11,792百万円 

b.負債の額 負債合計 9,256百万円 

 うち未払手数料及び未払費用 4,539百万円 

（注）顧客関連資産に配分された金額及びそれに係る繰延税金負債は、資産の額及び負債の額
には含まれておりません。 

（4）のれん以外の無形固定資産に配分された金額及び主要な種類別の内訳並びに全体及び主要な種
類別の加重平均償却期間 

a.無形固定資産に配分された金額 53,030百万円 

b.主要な種類別の内訳  

顧客関連資産 53,030百万円 

c.全体及び主要な種類別の加重平均償却期間  

顧客関連資産 16.9年 

 

12．被取得企業に対してパーチェス法を適用した場合の差額 

（1）貸借対照表項目 

 第36期 

（2021年3月31日現在） 

第37期 

（2022年3月31日現在） 

流動資産 －百万円 －百万円 

固定資産 84,609百万円 76,763百万円 

資産合計 84,609百万円 76,763百万円 

流動負債 －百万円 －百万円 

固定負債 5,570百万円 4,740百万円 

負債合計 5,570百万円 4,740百万円 

純資産 79,038百万円 72,022百万円 

（注）固定資産及び資産合計には、のれん及び顧客関連資産の金額が含まれております。 

のれん 59,074百万円 55,263百万円 

顧客関連資産 29,793百万円 25,175百万円 
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（2）損益計算書項目 

 第36期 

（自 2020年4月1日 

  至 2021年3月31日） 

第37期 

（自 2021年4月1日 

  至 2022年3月31日） 

営業収益 －百万円 －百万円 

営業利益 △8,823百万円 △8,429百万円 

経常利益 △8,823百万円 △8,429百万円 

税引前当期純利益 △8,823百万円 △8,429百万円 

当期純利益 △7,288百万円 △7,015百万円 

1株当たり当期純利益 △182,220円85銭 △175,380円68銭 

（注）営業利益には、のれん及び顧客関連資産の償却額が含まれております。 

のれんの償却額 3,811百万円 3,811百万円 

顧客関連資産の償却額 5,016百万円 4,618百万円 
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（資産除去債務関係） 

当社は建物所有者との間で不動産賃貸借契約を締結しており、賃借期間終了時に原状回復する義務

を有しているため、契約及び法令上の資産除去債務を認識しております。 

なお、当該賃貸借契約に関連する長期差入保証金（敷金）が計上されているため、資産除去債務の

負債計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、その

うち当期の負担に属する金額を費用計上し、直接減額しております。 

 

（収益認識関係） 

1. 収益の分解情報 

当事業年度の収益の構成は次の通りです。 

 第37期 

（自 2021年4月1日 

 至 2022年3月31日） 

委託者報酬 108,259百万円 

運用受託報酬 14,425百万円 

投資助言報酬 1,587百万円 

成功報酬（注） 2,594百万円 

その他営業収益    12百万円 

合計 126,879百万円 

（注）成功報酬は、損益計算書において委託者報酬及び運用受託報酬に含めて表示しております。 

 

2. 収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針 6.収益及び費用の計上基準」に記載の通り

であります。 

 

（セグメント情報等） 

1．セグメント情報 

当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

2．関連情報 

第36期（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日）及び第37期（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日） 

（1）サービスごとの情報 

サービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、サービスごと

の営業収益の記載を省略しております。 

（2）地域ごとの情報 

①営業収益 

本邦の外部顧客に対する営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、
記載を省略しております。 

②有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた
め、記載を省略しております。 

（3）主要な顧客ごとの情報 

特定の顧客に対する営業収益で損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記
載を省略しております。 
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（関連当事者情報） 

1．関連当事者との取引 

（1）親会社及び法人主要株主等 

第36期（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日） 

該当はありません。 

 

第37期（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日） 

該当はありません。 

 

（2）子会社及び関連会社等 

第36期（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日） 

該当はありません。 

 

第37期（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日） 

該当はありません。 

 

（3）兄弟会社等 

第36期（自 2020年4月1日 至 2021年3月31日） 

属
性 

 

会社等の
名称 

 

住所 

資本金
又は 

出資金 

事業の
内容又
は職業 

議決権
等の所
有(被
所有)

割合  

関係内容  
 

取引の内容 

 

取引金額 

（百万円） 

 

科目 

 

期末残高 

（百万円） 
役員の
兼任等 

事業上 

の関係 

親
会
社
の
子
会
社 

株式会社 

みずほ銀
行 

東京都
千代田
区 

14,040 

億円 

銀行業 － － 当社設定
投資信託
の販売 

投資信託の
販売代行手
数料 

6,435 未払 

手数料 

1,457 

みずほ証
券株式会
社  

東京都
千代田
区  

1,251 

億円  

証券業  －  －  当社設定
投資信託
の販売  

投資信託の
販売代行手
数料  

12,767  未払 

手数料  

2,524  

 

第37期（自 2021年4月1日 至 2022年3月31日） 

属
性 

 

会社等の
名称 

 

住所 

資本金
又は 

出資金 

事業の
内容又
は職業 

議決権
等の所
有(被
所有)

割合  

関係内容 
 

 

取引の内容 

 

取引金額 

（百万円） 

 

科目 

 

期末残高 

（百万円） 
役員の
兼任等 

事業上 

の関係 

親
会
社
の
子
会
社 

株式会社 

みずほ銀
行 

東京都
千代田
区 

14,040 

億円 

銀行業 － － 当社設定
投資信託
の販売 

投資信託の
販売代行手
数料 

7,789 未払 

手数料 

1,592 

みずほ証
券株式会
社 

東京都
千代田
区 

1,251 

億円 

証券業 － － 当社設定
投資信託
の販売 

投資信託の
販売代行手
数料 

16,373 未払 

手数料 

2,651 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）投資信託の販売代行手数料は、一般的取引条件を勘案した個別契約により決定しております。 

（注2）上記の取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には、消費税等が含まれておりま
す。 
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2．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（1）親会社情報 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 

(東京証券取引所及びニューヨーク証券取引所に上場) 

 

（2）重要な関連会社の要約財務諸表 

該当はありません 

 

（1株当たり情報） 

 

第36期 

（自 2020年4月1日 

至 2021年3月31日） 

第37期 

（自 2021年4月1日 

至 2022年3月31日） 

1株当たり純資産額 1,833,828円44銭 1,939,327円79銭 

1株当たり当期純利益金額 353,145円08銭 387,499円36銭 

（注1）潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して
おりません。 

（注2）1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

第36期 

（自 2020年4月1日 

至 2021年3月31日） 

第37期 

（自 2021年4月1日 

至 2022年3月31日） 

当期純利益金額 14,125百万円 15,499百万円 

普通株主及び普通株主と同等の株
主に帰属しない金額 

－ － 

普通株式及び普通株式と同等の株
式に係る当期純利益金額 

14,125百万円 15,499百万円 

普通株式及び普通株式と同等の株
式の期中平均株式数 

 

40,000株 

 

40,000株 

（うち普通株式） (24,490株) (24,490株) 

（うちA種種類株式） (15,510株) (15,510株) 

（注1）A種種類株式は、剰余金の配当請求権及び残余財産分配請求権について普通株式と同等の権利を

有しているため、1株当たり情報の算定上、普通株式に含めて計算しています。 



30 

 

（1）中間貸借対照表 

 （単位：百万円） 

 
第38期中間会計期間末 
（2022年9月30日現在） 

（資産の部）   

流動資産   

現金・預金  27,934 

金銭の信託  29,712 

未収委託者報酬  17,398 

未収運用受託報酬  3,150 

未収投資助言報酬  291 

未収収益  16 

前払費用  939 

その他  2,564 

流動資産計  82,009 

   

固定資産   

有形固定資産  1,202 

建物 ※1 1,055 

器具備品 ※1 138 

リース資産 ※1 8 

無形固定資産  4,948 

ソフトウエア  3,151 

ソフトウエア仮勘定  1,794 

電話加入権  2 

投資その他の資産  10,147 

投資有価証券  182 

関係会社株式  5,810 

長期差入保証金  779 

繰延税金資産  2,962 

その他  411 

固定資産計  16,298 

資産合計    98,307  
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 （単位：百万円） 

 
第38期中間会計期間末 
（2022年9月30日現在） 

（負債の部）   

流動負債   

預り金  959 

リース債務  1 

未払金  7,709 

未払収益分配金  0 

未払手数料  7,486 

その他未払金  221 

未払費用  9,245 

未払法人税等  2,605 

未払消費税等  719 

契約負債  20 

賞与引当金  866 

役員賞与引当金  26 

流動負債計  22,155 

固定負債   

リース債務  7 

退職給付引当金  2,600 

時効後支払損引当金  108 

固定負債計  2,716 

負債合計  24,871 

（純資産の部）   

株主資本   

資本金  2,000 

資本剰余金  19,552 

資本準備金  2,428 

その他資本剰余金  17,124 

利益剰余金  51,882 

利益準備金  123 

その他利益剰余金  51,759 

別途積立金  31,680 

繰越利益剰余金  20,079 

株主資本計  73,435 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金  △0 

評価・換算差額等計  △0 

純資産合計  73,435 

負債・純資産合計  98,307 
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（2）中間損益計算書 

 （単位：百万円） 

 
第38期中間会計期間 

（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

営業収益    

委託者報酬  48,925  

運用受託報酬  7,371  

投資助言報酬  1,029  

その他営業収益  11  

営業収益計   57,336 

営業費用    

支払手数料  20,939  

広告宣伝費  102  

公告費  0  

調査費  16,544  

調査費  5,756  

委託調査費  10,787  

委託計算費  277  

営業雑経費  371  

通信費  17  

印刷費  249  

協会費  34  

諸会費  20  

支払販売手数料  49  

営業費用計   38,235 

一般管理費    

給料  4,691  

役員報酬  81  

給料・手当  4,561  

賞与  49  

交際費  4  

寄付金  4  

旅費交通費  48  

租税公課  243  

不動産賃借料  504  

退職給付費用  235  

固定資産減価償却費 ※1 655  

福利厚生費  26  

修繕費  0  

賞与引当金繰入額  866  

役員賞与引当金繰入額  26  

機器リース料  0  

事務委託費  2,103  

事務用消耗品費  18  

器具備品費  0  

諸経費  159  

一般管理費計   9,590 

営業利益   9,510 
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 （単位：百万円） 

 
第38期中間会計期間 

（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

営業外収益    

受取利息  6  

受取配当金  2,400  

時効成立分配金・償還金  0  

時効後支払損引当金戻入額  25  

為替差益  28  

雑収入  2  

営業外収益計   2,463 

営業外費用    

金銭の信託運用損  530  

早期割増退職金  3  

雑損失  28  

営業外費用計   561 

経常利益   11,411 

特別利益        
投資有価証券売却益    4    

特別利益計      4  
        

特別損失        
固定資産除却損    12    
投資有価証券売却損    9    
関係会社株式評価損    584    

特別損失計      605  

税引前中間純利益   10,809 

法人税、住民税及び事業税   2,457 

法人税等調整額   129 

法人税等合計   2,587 

中間純利益   8,222 



34 

 

（3）中間株主資本等変動計算書 
 第38期中間会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

 （単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 
資本剰余金 

合計 
利益 
準備金 

その他利益剰余金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 2,000 2,428 17,124 19,552 123 31,680 24,216 

当中間期変動額        

剰余金の配当       △ 12,360 

中間純利益       8,222 

株主資本以

外の項目の

当中間期変

動額(純額) 

       

当中間期変動額

合計 
－ － － － － － △ 4,137 

当中間期末残高  2,000  2,428  17,124  19,552  123  31,680  20,079  
 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 

利益剰余金 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 利益剰余金 

合計 

当期首残高 56,020 77,573 △0 △0 77,573 

当中間期変動額      

剰余金の配当 △ 12,360 △ 12,360   △ 12,360 

中間純利益 8,222 8,222   8,222 

株主資本以

外の項目の

当中間期変

動額(純額) 

 － △0 △0 △0 

当中間期変動額

合計 
△ 4,137 △ 4,137 △0 △0 △ 4,137 

当中間期末残高  51,882  73,435  △0  △0  73,435  
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重要な会計方針 

1．有価証券の評価基準及び評価

方法 

（1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

（2）その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 
 

2. 金銭の信託の評価基準及び

評価方法 
 

時価法 

3．固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。 

ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備について
は、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 … 8～18年 

器具備品 … 2～20年 

（2）無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用
しております。  

4. 外貨建の資産及び負債の本
邦通貨への換算基準  

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物等為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益として処理しております。  

5．引当金の計上基準 （1）賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てる
ため、将来の支給見込額に基づき当中間会計期間に見合う分を計
上しております。 

（2）役員賞与引当金は、役員に対して支給する賞与の支出に充て
るため、将来の支給見込額に基づき当中間会計期間に見合う分を
計上しております。 

（3）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職一
時金制度について、当事業年度末における退職給付債務の見込額
に基づき当中間会計期間末において発生していると認められる
額を計上しております。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間会計期
間末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を
費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間内の一定の年数（5年または10年）による定
額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用
処理しております。 

（4）時効後支払損引当金は、時効成立のため利益計上した収益分
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配金及び償還金について、受益者からの今後の支払請求に備える
ため、過去の支払実績に基づく将来の支払見込額を計上しており
ます。  

6．重要な収益及び費用の計上基

準 

当社は、資産運用サービスから委託者報酬、運用受託報酬及び投資
助言報酬を稼得しております。これらには成功報酬が含まれる場合
があります。 

（1）委託者報酬 

委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき日々の純資産総額に
対する一定割合として認識され、確定した報酬を投資信託によっ
て主に年1回又は2回受取ります。当該報酬は投資信託の運用期間
にわたり収益として認識しております。 

（2）運用受託報酬 

運用受託報酬は、投資顧問契約で定められた報酬に基づき、確定
した報酬を顧問口座によって主に年1回又は2回受取ります。当該
報酬は顧問口座の運用期間にわたり収益として認識しておりま
す。 

（3）投資助言報酬 

投資助言報酬は、投資助言契約で定められた報酬に基づき、確定
した報酬を顧問口座によって主に年2回又は4回受取ります。当該
報酬は顧問口座の運用期間にわたり収益として認識しておりま
す。 

（4）成功報酬 

成功報酬は、対象となる投資信託または顧問口座の特定のベンチ
マークまたはその他のパフォーマンス目標を上回る超過運用益
に対する一定割合として認識されます。当該報酬は成功報酬を受
領する権利が確定した時点で収益として認識しております。 

7．消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっておりま

す。 
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（会計方針の変更） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当中間期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27－２項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将
来にわたって適用することとしております。なお、当該適用指針の適用に伴う、当中間財務諸表への影
響はありません。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 

 

第38期中間会計期間末 

（2022年9月30日現在） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

 

建物 … 469百万円 

器具備品 … 975百万円 

リース資産 … 0百万円 
 

 

（中間損益計算書関係） 

項目 

 

第38期中間会計期間 

（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

※1.減価償却実施額 

 

有形固定資産 … 74百万円 

無形固定資産 … 580百万円 
 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

第38期中間会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

発行済株式の種類 

 

当事業年度期首 

株式数（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

普通株式 24,490 － － 24,490 

A種種類株式 15,510 － － 15,510 

合計 40,000 － － 40,000 

 

2.配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 

 

 

株式の 

種類 

 

配当金の 

総額 

（百万円） 

1株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 

 

 

効力発生日 

 

 

2022年6月16日 

定時株主総会 

普通株式 

12,360 309,000 2022年3月31日 2022年6月17日 A種種類 

株式 

 

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 
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該当事項はありません。 
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（金融商品関係） 

第38期中間会計期間末（2022年9月30日現在） 

1.金融商品の時価等に関する事項 

2022年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 

 中間貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

（1）金銭の信託 29,712 29,712 － 

（2）投資有価証券    

その他有価証券 1 1 － 

資産計 29,714 29,714 － 

（注）現金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬及び未払手数料は、短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。 

 

2.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレ
ベルに分類しております。 

レベル1の時価 : 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル2の時価 : 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の
算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル3の時価 : 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております 

 

時価で中間貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（百万円） 

レベル1 レベル2 レベル3 合計 

金銭の信託 － 29,712 － 29,712 

投資有価証券 － － － － 

その他有価証券 － 1 － 1 

資産計 － 29,714 － 29,714 

 

（注1）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

金銭の信託 

信託財産は、主として投資信託、デリバティブ取引、その他の資産（コールローン・委託証拠金等）
で構成されております。 

信託財産を構成する金融商品の時価について、投資信託は基準価額、デリバティブ取引は、取引相手
先金融機関より提示された価格によっております。また、その他の資産については短期間で決済される
ため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（注2）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次の通りであります。 

これらについては、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 

2020年3月31日）第5項に従い、金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項で開
示している表中には含めておりません。 
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区分 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券（その他有価証券）  

非上場株式 180 

関係会社株式  

非上場株式 5,810 

 

（有価証券関係） 

第38期中間会計期間末 

（2022年9月30日現在） 

1.子会社株式 

関係会社株式（中間貸借対照表計上額5,810百万円）で市場価格のあるものはありません。 

2.その他有価証券 

区 分 
中間貸借対照表 

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

中間貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

投資信託 

 

 

- 

 

 

- 

 

 

- 

小計 - - - 

中間貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

投資信託 

 

 

1 

 

 

2 

 

 

△0 

小計 1 2 △0 

合計  1  2  △0  

（注）非上場株式（中間貸借対照表計上額180百万円）については、市場価格がないことから、上

表に含めておりません。 

 

（持分法損益等） 

当社は2022年８月１日付でPayPayアセットマネジメント株式会社の株式を取得し持分法適用関連会社

としておりますが、重要性が乏しいため、関連会社に対する投資の金額等の記載を省略しております。 
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（企業結合等関係） 

当社（以下「AMOne」という）は、2016年7月13日付で締結した、DIAMアセットマネジメント株式
会社（以下「DIAM」という）、みずほ投信投資顧問株式会社（以下「MHAM」という）、みずほ信託銀
行株式会社（以下「TB」という）及び新光投信株式会社（以下「新光投信」という）（以下総称して「統
合4社」という）間の「統合契約書」に基づき、2016年10月1日付で統合いたしました。 

 

1.結合当事企業 

結合当事企業 DIAM MHAM TB 新光投信 

事業の内容 
投資運用業務、投
資助言・代理業務 

投資運用業務、投
資助言・代理業務 

信託業務、銀行業
務、投資運用業務 

投資運用業務、投
資助言・代理業務 

 

2.企業結合日 

2016年10月1日 

 

3.企業結合の方法 

①MHAMを吸収合併存続会社、新光投信を吸収合併消滅会社とする吸収合併、②TBを吸収分割会社、
吸収合併後のMHAMを吸収分割承継会社とし、同社がTB資産運用部門に係る権利義務を承継する吸収
分割、③DIAMを吸収合併存続会社、MHAMを吸収合併消滅会社とする吸収合併の順に実施しており
ます。 

 

4.結合後企業の名称 

アセットマネジメントOne株式会社 

 

5.企業結合の主な目的 

当社は、株式会社みずほフィナンシャルグループ（以下「MHFG」という）及び第一生命ホールデ
ィングス株式会社（以下「第一生命」という）の資産運用ビジネス強化・発展に対する強力なコミット
メントのもと、統合4社が長年にわたって培ってきた資産運用に係わる英知を結集し、MHFGと第一生
命両社グループとの連携も最大限活用して、お客さまに最高水準のソリューションを提供するグローバ
ルな運用会社としての飛躍を目指してまいります。 

 

6.合併比率 

「3．企業結合の方法」③の吸収合併における合併比率は以下の通りであります。 

会社名 
DIAM 

（存続会社） 

MHAM 

（消滅会社） 

合併比率（*） 1 0.0154 

（*）普通株式と種類株式を合算して算定しております。 

 

7.交付した株式数 

「3．企業結合の方法」③の吸収合併において、DIAMは、MHAMの親会社であるMHFGに対して、
その所有するMHAMの普通株式103万8,408株につき、DIAMの普通株式490株及び議決権を有しないA

種種類株式15,510株を交付しました。 

 

8.経済的持分比率（議決権比率） 

MHFGが企業結合直前に所有していた当社に対する経済的持分比
率 

50.00％ 

MHFGが企業結合日に追加取得した当社に対する経済的持分比率 20.00％ 

MHFGの追加取得後の当社に対する経済的持分比率 70.00％ 

なお、MHFGが所有する議決権比率については50.00％から51.00％に異動しております。 

 

9.取得企業を決定するに至った主な根拠 

「3．企業結合の方法」③の吸収合併において、法的に消滅会社となるMHAMの親会社であるMHFG
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が、結合後企業の議決権の過半数を保有することになるため、企業結合の会計上はMHAMが取得企業
に該当し、DIAMが被取得企業となるものです。 
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10.会計処理 

「企業結合に関する会計基準」（企業結合会計基準第21号 平成25年9月13日公表分）及び「企業結
合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年9月
13日公表分）に基づき、「3．企業結合の方法」①の吸収合併及び②の吸収分割については共通支配下
の取引として処理し、③の吸収合併については逆取得として処理しております。 

 

11.被取得企業に対してパーチェス法を適用した場合に関する事項 

（1）中間財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

2022年4月1日から2022年9月30日まで 

（2）被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 
MHAMの普通株
式 

144,212百万円 

取得原価  144,212百万円 

（3）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

a.発生したのれんの金額 76,224百万円 

b.発生原因 
被取得企業から受け入れた資産及び引き受けた負
債の純額と取得原価との差額によります。 

c.のれんの償却方法及び償却期間 20年間の均等償却 
 

（4）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

a.資産の額 資産合計 40,451百万円 

 うち現金・預金 11,605百万円 

 うち金銭の信託 11,792百万円 

b.負債の額 負債合計 9,256百万円 

 うち未払手数料及び未払費用 4,539百万円 

（注）顧客関連資産に配分された金額及びそれに係る繰延税金負債は、資産の額及び負債の額
には含まれておりません。 

（5）のれん以外の無形固定資産に配分された金額及び主要な種類別の内訳並びに全体及び主要な種
類別の加重平均償却期間 

a.無形固定資産に配分された金額 53,030百万円 

b.主要な種類別の内訳  

顧客関連資産 53,030百万円 

c.全体及び主要な種類別の加重平均償却期間  

顧客関連資産 16.9年 
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12.被取得企業に対してパーチェス法を適用した場合の差額 

（1）貸借対照表項目 

流動資産 －百万円 

固定資産 72,873百万円 

資産合計 72,873百万円 

流動負債 －百万円 

固定負債 4,223百万円 

負債合計 4,223百万円 

純資産 68,650百万円 

（注）固定資産及び資産合計には、のれんの金額53,357百万円及び顧客関連資産の金額23,061

百万円が含まれております。 

 

（2）損益計算書項目 

営業収益 －百万円 

営業利益 △4,019百万円 

経常利益 △4,019百万円 

税引前中間純利益 △4,019百万円 

中間純利益 △3,372百万円 

1株当たり中間純利益 △84,308円98銭 

（注）営業利益には、のれんの償却額1,905百万円及び顧客関連資産の償却額2,114百万円が含ま
れております。 

 

（資産除去債務関係） 

当社は建物所有者との間で不動産賃貸借契約を締結しており、賃借期間終了時に原状回復する義務を

有しているため、契約及び法令上の資産除去債務を認識しております。 

なお、当該賃貸借契約に関連する長期差入保証金（敷金）が計上されているため、資産除去債務の負

債計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち

当期の負担に属する金額を費用計上し、直接減額しております。 

 

（収益認識関係） 

1. 収益の分解情報 

当中間会計期間の収益の構成は次の通りです。 

 第38期中間会計期間 

（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

委託者報酬 48,925百万円 

運用受託報酬 7,338百万円 

投資助言報酬 1,029百万円 

成功報酬（注） 32百万円 

その他営業収益 11百万円 

合計 57,336百万円 

（注）成功報酬は、中間損益計算書において運用受託報酬に含めて表示しております。 

 

2. 収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針 6.重要な収益及び費用の計上基準」に記載

の通りであります。 
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（セグメント情報等） 

第38期中間会計期間（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

1.セグメント情報 

当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

2.関連情報 

（１）サービスごとの情報 

サービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、サービスごと

の営業収益の記載を省略しております。 

 

（２）地域ごとの情報 

①営業収益 

本邦の外部顧客に対する営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、
記載を省略しております。 

②有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた
め、記載を省略しております。 

 

（３）主要な顧客ごとの情報 

特定の顧客に対する営業収益で損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記
載を省略しております。 

 

（1株当たり情報） 

第38期中間会計期間 

（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

1株当たり純資産額 1,835,889円89銭 

1株当たり中間純利益金額 205,562円11銭 

（注）潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 
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1株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
第38期中間会計期間 

（自 2022年4月1日 至 2022年9月30日） 

中間純利益金額 8,222百万円 

普通株主及び普通株主と同等の株主に帰属しない
金額 

      － 

普通株式及び普通株式と同等の株式に係る中間純
利益金額 

8,222百万円 

普通株式及び普通株式と同等の株式の期中平均株
式数 

40,000株 

（うち普通株式） (24,490株) 

（うちA種種類株式） (15,510株) 

（注）A種種類株式は、剰余金の配当請求権及び残余財産分配請求権について普通株式と同等の権利を有し

ているため、1株当たり情報の算定上、普通株式に含めて計算しています。 
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独立監査人の監査報告書 

 
２０２２年５月２６日 

 

アセットマネジメントOne株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

EY新日本有限責任監査法人 

東 京 事 務 所 

   

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 丘本 正彦  

   

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 長谷川 敬  

 
 
監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理

状況」に掲げられているアセットマネジメントOne株式会社の２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日まで

の第３７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及

びその他の注記について監査を行った。 

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ア

セットマネジメントOne株式会社の２０２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に

おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以

外の情報である。 

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかなる作業も実施

していない。 

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどう

かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 
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財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。 

・  財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監

査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。 
 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
 

（注１）上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 

（注２）ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

２０２２年１１月２４日 

アセットマネジメントOne株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

EY新日本有限責任監査法人 

東 京 事 務 所 

   

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 丘本 正彦  

   

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 長谷川 敬  

   

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 稲葉 宏和  

中間監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理

状況」に掲げられているアセットマネジメントOne株式会社の２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日

までの第３８期事業年度の中間会計期間（２０２２年４月１日から２０２２年９月３０日まで）に係る中間財務

諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記に

ついて中間監査を行った。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、アセットマネジメントOne株式会社の２０２２年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（２０２２年４月１日から２０２２年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

中間監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間
監査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間
財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間
財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。 

 中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

 監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

中間財務諸表監査における監査人の責任 

 監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して
投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において
独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する
可能性があり、個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。 
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 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間
監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査
手続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの
評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。 

・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の
表示に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間
財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない
場合は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査
報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。 

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間
財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。 

 監査人は、監査等委員会に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別  した
内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 

（注１）上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 

（注２）ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれておりません。 
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